
むつ市私道等整備補助金交付要綱

令和 ２年 ８月３１日

むつ市告示第１７６号

（趣旨）

第１条 市は、市民の生活環境の向上を図るため、町内会が行う私道等の整備に要

する経費について、予算の範囲内において、町内会に対し、むつ市私道等整備補

助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、む

つ市補助金等に関する規則（昭和６１年むつ市規則第１６号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

⑴ 私道 当該道路敷地が私人の所有に属し、地域住民が一般の交通の用に供し

ている道路をいう。

⑵ 市道等 市が管理する認定市道、市有地道路敷及び法定外道路をいう。

⑶ 私道等 前２号に定める私道及び市道等をいう。

⑷ 私道等整備 私道等の舗装工事又は排水施設工事をいう。

（補助事業の要件）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、町内会

が行う私道等整備であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、

市長が公益上特に必要があると認める場合は、この限りでない。

⑴ 整備計画が概ね延長２０メートル以上であること。

⑵ 概ね幅員４メートル以上であること。

⑶ 私道に出入口を有し、かつ、所有者の異なる住居が５戸以上あること。

⑷ 私道等に接続する道路及び排水施設が整備されていること。

⑸ 私道等の排水施設工事を行う場合は、放流先及び流末に支障がないこと。

⑹ 私道等整備の対象となる私道の所有者及びその他の権利を有する者の同意を

得ていること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交

付の対象としない。



⑴ １年以内に掘削する計画がある場合

⑵ 私道等の維持管理に支障のある建築物等が近在する場合

⑶ 宅地分譲を目的とする者が築造した私道であって、築造後１０年を経過して

いない場合

（施工業者）

第４条 補助事業の施工業者は、市の指名業者でなければならない。ただし、市長

が特に必要があると認めたときは、この限りではない。

（工事の内容）

第５条 基本とする工事設計基準は、別表に掲げるとおりとする。ただし、状況に

応じて市と協議し工事内容を決定するものとする。

（補助対象経費及び補助金の額）

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

私道等整備に要する経費のうち工事費とし、補助金の額は、当該工事費の１０分

の９に相当する額以内の額（その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り捨てるものとする。）とする。

（補助金の要望）

第７条 補助金の交付の要望は、むつ市私道等整備補助金交付要望書（様式第１号。

以下「要望書」という。）によるものとする。

２ 前項の要望書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

⑴ 私道等の位置図

⑵ 公図の写し

⑶ 工事計画平面図

⑷ 排水流末系統図（排水構造物の施工がある場合に限る。）

⑸ 数量計算書及び見積書

⑹ その他市長が必要があると認める書類

３ 補助事業が私道の整備である場合には、前項に定める書類のほか、次に掲げる

書類を添付しなければならない。

⑴ 私道等整備に伴う施工同意書（様式第２号）

⑵ 誓約書（様式第３号）

⑶ 土地の登記事項証明書

（補助事業の選定）

第８条 市長は、前条の要望に基づき審査を行い、補助事業として採択したときは



その旨をむつ市私道等整備補助金事業採択通知書（様式第４号）により、不採択

としたときはその旨をむつ市私道等整備補助金事業不採択通知書（様式第５号）

により、補助事業を要望した者に通知するものとする。

（補助金の交付予定額の通知）

第９条 市長は、補助事業に係る予算について議会の承認を得たときは補助金の交

付予定額をむつ市私道等整備補助金事業交付予定額通知書（様式第６号）により

補助事業を採択された者（以下「補助事業採択者」という。）に通知するものと

する。

（補助金の交付決定前の補助事業の変更又は中止）

第１０条 補助事業採択者は、やむを得ない事情により、補助金の交付の決定がな

される前に私道等整備の計画を変更又は中止しようとするときは、私道等整備事

前変更（中止）承認申請書（様式第７号）を市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。

（補助金の申請）

第１１条 補助金の申請は、むつ市私道等整備補助金交付申請書（様式第８号。以

下「申請書」という。）によるものとし、補助事業採択者は第９条の規定による

通知を受けたときは、速やかに申請書を市長に提出しなければならない。

２ 補助事業が市道等の整備である場合には、次に掲げる書類を添付しなければな

らない。

⑴ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の規定に基づく道路工事施工

願い又は法定外道路工事施工願い

⑵ 二次製品承認願い

⑶ その他市長が必要があると認める書類

（補助金の交付決定）

第１２条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審

査し、補助金の交付を決定したときはその旨をむつ市私道等整備補助金交付決定

通知書（様式第９号）により、補助事業採択者に通知するものとする。

（工事の着手）

第１３条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補

助金の交付決定後に補助事業に着手するものとし、当該事業に着手したときは、

速やかに次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。

⑴ 工事着手届（様式第１０号）



⑵ 工事請負契約書又は請書の写し

（施工検査）

第１４条 補助事業者は、工事完了後に不可視部分となる工種については、臨場等

により、出来形、品質、規格、数値等を確認するものとし、検査日程を決定した

ときはその旨を施工検査立会依頼書（様式第１１号）により市に提出し確認を受

けなければならない。

（補助事業の変更）

第１５条 補助事業者は、補助事業の計画を変更しようとするときは、次に掲げる

書類を市長に提出し、その承認を受けなければならない。

⑴ 私道等整備変更承認申請書（様式第１２号）

⑵ 変更図面一式

⑶ 見積書

（補助事業の廃止等）

第１６条 補助事業者は補助事業を廃止する場合には、私道等整備廃止承認申請

書（様式第１３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。

２ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合には、速やかにその理由及び事業遂行状況を記載した書面を市長に報告

し、その指示を受けなければならない。

（工事の完了）

第１７条 補助事業者が補助事業を完了したときは、当該事業の完了の日から５日

以内に次に掲げる書類を市長に提出し、市の完了検査を受けなければならない。

⑴ 工事完了届（様式第１４号）

⑵ 工事写真

⑶ 出来形管理図

⑷ 施工検査写真

（実績報告等）

第１８条 補助事業者は、前条の完了検査に合格し、工事完了検査結果通知書（様

式第１５号）による通知を受けたときは速やかに次に掲げる書類を市長に提出し

なければならない。

⑴ 私道等整備完了実績報告書（様式第１６号）

⑵ 領収書の写し（補助事業に係る自己負担分）

⑶ 施工業者から補助事業者への請求書の写し（事業費全額分）



（補助金の交付等）

第１９条 市長は、前条に規定する書類を審査し、交付すべき補助金の額を確定し

たときは、むつ市私道等整備補助金交付額確定通知書（様式第１７号）により、

補助事業者に通知するものとする。

２ 補助金は、前項の規定による補助金の額の確定後に交付するものとする。

３ 補助事業者は、補助金の交付に当たり次に掲げる書類を市長に提出し、及び補

助金の受領を当該施工業者に委任するものとする。

⑴ むつ市私道等整備補助金請求書（様式第１８号）

⑵ 委任状（様式第１９号）

４ 補助事業者は、第２項の規定により補助金の交付を受けたときは、速やかに次

に掲げる書類を市長に提出しなければならない。

⑴ 清算書（様式第２０号）

⑵ 領収書の写し（補助事業に係る当該補助金分）

（決定の取消し）

第２０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

⑴ 補助事業を変更又は廃止したとき。

⑵ 正当な理由なく事業等を遅延させたとき。

⑶ 詐欺その他の不正の行為により、補助金の交付を受けたとき。

⑷ この要綱又は規則の規定に違反したとき。

⑸ その他市長が適当でないと認めるとき。

（補助金の返還）

第２１条 市長は、規則第１６条の規定により、補助金の交付の決定を取り消した

場合において、当該取消し部分について既に補助金が交付されているときは、期

限を定めて、その返還を命ずるものとする。

（帳簿等の整備）

第２２条 補助事業者は、補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事

業に関する事項を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを補助金の交

付に係る年度の翌年度から５年間保管しなければならない。

（維持管理）

第２３条 補助金の交付を受けて整備された私道の維持管理は、利害関係人が共同

して行わなければならない。



２ 補助金の交付を受けて整備された市道等の構造物は、市が維持管理する。

（委任）

第２４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。



別表（第５条関係）

道路標準断面図

境
界

境
界

2%～3% 2%～3%

4m～6m

表層　⑤再生密粒度As（13F)　ｔ＝5cm

上層路盤　切込砕石(C-20)　　ｔ＝10cm

下層路盤　再生砕石（RC-40)　ｔ＝20cm

路盤用砂（路床軟弱時）　　　ｔ＝25cm

落蓋式Ｕ型側溝(300mm以上)

基礎材(規格を満たすもの)

路床転圧


